
資料３ 事故等の報告に基づく行政指導と主な改善報告

担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

北海道 北海道旅 運輸局長 H21.12.29 鉄道輸送の安全確 H22. 1.12 【当面の対策】
運輸局 客鉄道株 保については、かねて １．富良野駅構内衝突事故再発防止検

式会社 から機会あるごとに注 討委員会（委員長は、社長）を設置
代表取締 意を喚起してきたとこ し、原因究明、再発防止を行う。
役社長 ろであるが、年末年始 ２．保守用車（排雪用軌道車両を含む）

の輸送安全総点検期間 による構内作業時は、作業終了確認
中である平成２１年１ まで信号機を停止現示とし、列車が
２月２８日、根室線富 進入できないようにする。
良野駅構内において、 ３．作業変更にあたっては、駅長等は
旅客列車が排雪モータ 保守用車監督者と、列車間合、行き
ーカーに衝突し、列車 先、時刻を確実に打ち合わせ、双方
の乗客を含む多数の負 で記録する。また、保守用車監督者
傷者を生ずる重大な人 は、記入した記録簿に基づき、駅長
身障害事故を発生させ 等と内容を復唱する。
たことは誠に遺憾であ ４．保守用車監督者は駅長等と打ち合
り、厳重に警告する。 わせを行う場合は、保守用車を停止

ついては、背後要員 して行う。
を含めた原因を究明す ５．保守用車が分岐器に背向で進入す
るとともに、万全の再 る場合は、一旦停止し、開通方向を
発防止対策を講じられ 確認する。
たい。 H22. 1.29 １．本社工務部は、保守用車の取扱い
なお、講じた具体的措 に関する教育資料を見直し、現業所
置については、文書に 及び社員研修センターにおける教育
て速やかに報告された に使用し、指導教育の充実を図る。
い。 ２．所長等（工務関係）は、保守用車

使用に関する教育を定期的に実施し、
教育訓練実施状況を記録するととも
に、個人別の理解度を把握して指導
を行う。また、本社工務部は各現業
所での教育訓練状況を定期的にチェ
ックする。

３．本社工務部は、保守用車に関する
外注事業者における指導、周知状況
について定期的に確認する。

４．冬期前に当務駅長科（保守用車取
扱い）研修を新規に実施する。

５．駅長による保守用車使用に関する
教育を定期的に実施、記録するとと
もに、個人別理解度を把握して指導
を行う。

６．厳正な取扱いを図るため、本社企
画部、各支社、駅輸送業務センター
が保守用車使用記録簿の記載点検を
定期的に実施し、取扱いのチェック、
教育訓練の実態把握を行う。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

東北 東日本旅 鉄道部長 H21. 4. 7 鉄道輸送の安全確保 H21. 5.29 １．平成２１年４月５日１３時３０分
運輸局 客鉄道株 については、機会ある から、当該踏切を通過する下り列車

式会社 ごとに注意を喚起して に対して速度６０㎞／ｈ以下の徐行
仙台支社 いるところであるが、 運転を指定した。（既存の特殊信号発
長 ４月２日、貴支社の奥 光機から広拡散型の特殊信号発光機

羽本線の踏切道におい に変更するとともに右側から左側に
て、踏切支障報知装置 移設し、あわせて中継用特殊信号発
が動作していたにも係 光機を増設することにより平成２１
わらず、踏切道を支障 年１１月２７日１４時５０分から通
していた自動車の運転 常の速度に復帰した。）
手が死亡する踏切障害 ２．４月１０日から４月３０日にかけ
事故が発生した。 て、点呼の際に仙台支社所属の運転

本事故に関しては、 士５８３人に対し、当該事故の概要
現在、運輸安全委員会 と特殊信号発光機の作動を認めたと
等において調査中であ きの基本事項を周知した。
るが、原因究明につい ３．４月１３日から５月１５日にかけ
て、関係機関に対する て、管理者による個人面談を行い、
全面的な協力を行うと 仙台支社所属の運転士５８３人に対
ともに、貴支社におい し、当該事故の概要と特殊信号発光
ても同種事故の再発を 機の作動を認めたときの取扱いにつ
防止するため、早急に いて指導した。
調査し必要な措置を講 ４．４月１３日から５月１０日にかけ
じられたい。 て、定例訓練において指導担当者か

なお、講じた措置等 ら仙台支社所属の運転士５８３人に
については文書により 対し、当該事故の概要と特殊信号発
速やかに報告された 光機の作動を認めたときの取扱いに
い。 ついて指導した。

５．「春の全国交通安全運動」期間にあ
わせて以下のとおり踏切事故防止キ
ャンペーンを実施し、さらに期間終
了後も一部の取り組みを継続した。
(1)「踏切事故防止キャンペーン」の
オープニングセレモニー実施
４月６日実施：仙台駅、郡山駅、

福島駅
４月８日実施：古川駅、山形駅、

会津若松駅
(2)「踏切一旦停止」のステッカーを
配布（４月６日～５月６日）
(3)「踏切事故防止キャンペーン」の
ブースを設置（４月６日～４月１５
日） 仙台駅、郡山駅、福島駅、
古川駅、山形駅、会津若松駅
(4)踏切事故防止用のリーフレットと
キャンペーングッズを配布（４月６
日～５月６日）
(5)踏切事故防止キャンペーンカーに
よる広報活動（４月６日～４月１５
日）

６．管内の全ての特殊信号発光機の見
通し確認を行い、改善が必要と判断
した箇所の対策を行う。（改善が必要
と判断した５２箇所については平成
２２年３月３１日現在、２３箇所の
措置が終了し、残りについては、平
成２２年度末を完了目途に順次工事
を行っている。）

a-3-2



担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

関東 東日本旅 鉄道部長 H21. 7.31 鉄道の安全・安定輸 H22. 3.31 ［緊急対策］
運輸局 客鉄道株 送の確保については、 １．車両高圧ツナギ箱の一斉点検を実

式会社 機会あるごとに注意喚 施した。
安全統括 起してきたところであ ２．越中島変電所と同種形式の直流高
管理者 るが、平成２１年７月 速度遮断器について保護板の金属ネ

３０日、京葉線におい ジを絶縁ネジに交換した。
て帰宅ラッシュ時間帯 ［恒久対策］
を含む長時間にわたり １．車両対策
輸送障害を発生させ、 車両高圧ツナギ箱について、経年
利用者に多大な影響を 20年を超える 車両で不良箇所が発
与えたことは、誠に遺 見されたことから、これまで 定期
憾である。 検査対象外であった高圧ツナギ箱内

ついては、障害が発 部について、２全般検査又は保全周
生した原因の究明を行 期（最長で約１６年周 期）で、高
い、再発防止対策を講 圧母線の腐食の有無等を確認する。
ずるとともに、運転再 ２．変電所対策
開に長時間を要した原 (1)電流を遮断した際に発生するアー
因の究明を行い、早期 クが拡張すると想定される範囲を見
復旧のあり方を検討し 直し、アーク発生空間の絶縁範囲に
て必要な改善措置を講 ついて裕度を持たせる。
ずるよう厳重に警告す (2)キュービクル式直流高速度遮断器
る。 の組み合わせ試験方法が明確になる

なお、講じた措置等 よう、関係する資料等を改訂する。
については、文書によ (3)変電所切り離し装置を設置する。
り速やかに報告された ３．早期復旧対策
い。 (1)昼間停電で復旧作業を行う場合は、

ダイオード 付きの接地器を使用し、
迷走電流がき電線に回り込まないよ
うにする。
(2)再送電に時間を要する場合は、再
送電までの間 に車両調査を行い、
復旧時間の短縮を図る。
(3)火災表示と直流機器が動作した場
合は、当該変 電所の直流関係機器
の投入を行わないよう作業標 準を
改定し、徹底を図る。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

関東 東京地下 鉄 道 部 H21. 9. 9 保守作業の安全確保 H22. 8.27 ［緊急対策］
運輸局 鉄株式会 長 については、機会ある １．保守用車への注意喚起として、車

社 ごとに指導してきたと 両の留置箇所を変更した場合は、駅
安 全 統 ころであるが、本日、 ホーム上の端部に臨時留置変更警告
括管理 東西線東陽町駅に留置 灯を設置する。
者 していた車両に保守用 ２．事故・災害時における連絡・復旧

車両が衝突し、朝の通 体制について役割の明確化を行うと
勤時間帯を含む長時間 ともに、近隣に居住する本社社員及
にわたる輸送障害を発 び工務事務所社員による応援態勢を
生させ、利用者に多大 構築し、当務責任者が復旧作業の指
な影響を与えたこと 揮に専念できる体制とした。
は、誠に遺憾である。 ［恒久対策］

ついては、事象を発 １．線路閉鎖時における保守用車の運
生させた原因の究明を 行管理について、総合指令所で適切
行い、再発防止対策を に管理できるよう線路閉鎖取扱規則
講ずるとともに、早期 を改定する。
復旧のあり方を検討し ２．作業管理体制・仕組みの見直し
て必要な改善措置を講 (1)総合指令所の施設指令員を増員し、
ずるよう厳重に警告す 夜間及び異常時における作業全体の
る。 管理を行う。

なお、講じた措置等 (2)保守用車運転者の資格要件を見直
については、文書によ して資質の向上を図るとともに、路
り速やかに報告された 線ごとに運転資格を与える。
い。 (3)当務責任者が事故等異常発生時に

復旧作業の指揮監督に専念できるよ
う、役割分担を明確化する。

３．保守用車運行の安全確保
(1)保守用車を運転する際は全ての線
路内作業、及び保守用車の運行経路
等が記載された保守用車運行表を掲
出し、それに従って運転する。
(2)保守用車を運転する際は補助者を
乗車させ、運転者とともに進路開通
確認を行うこととする。

４．作業や保守用車の運行に係るマニ
ュアルを見直すとともに、係員に対
する教育・訓練を定期的に実施する。
また、係員に対する教育訓練に際し
ては、必ず効果確認を行い理解度を
確認する。

５．当務責任者、保守用車運転者等に
携帯用列車無線機を整備し、非常時
の連絡手段を確保する。

関東 東海旅客 鉄道部長 H22. 1.29 鉄道の安全・安定輸 H22. 2.26 １．同種事故の再発防止を図るため、「執
運輸局 鉄道株式 送の確保については、 務の厳正なる遂行及び確認の励行の

会社 機会あるごとに注意喚 徹底について」を通達し、社員への
新幹線鉄 起してきたところであ 注意喚起を行うとともに、新幹線車
道事業本 るが、本日、東海道新 両検修に関わる全社員に対し、点呼
部長 幹線品川駅～小田原駅 及び掲示を通じて、確認作業の重要

間で発生した架線停電 性について再徹底を図った。
により、長時間にわた ２．作業員と確認者の作業をより確実
って輸送に障害を来た にするため、取付ボルトの員数管理
すとともに、列車が停 を姿置きにて行うとともにチェック
電した状態で駅間に長 シートを導入した。
時間停車するなど、利 ３．復旧係員の緊急出動の際、復旧機
用者に多大な影響を与 材の積み込み時間を省略できる比較
えたことは、誠に遺憾 的軽装備の社員を先遣隊として早急
である。 に出動させる。

よって、早急に原因 ４．駅間停車列車の乗客に対する救済
究明を行い、再発防止 方を早期に判断するため、的確な復
の措置を講じるよう警 旧見込みを行う。
告する。

なお、講じた措置等
については文書により
速やかに報告された
い。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

中部 東海旅客 運輸局長 H21. 4.20 鉄道輸送の安全確保 H21. 6.16 １．安全意識高揚策
運輸局 鉄道株式 については、機会ある (1)関係社員への注意喚起

会社 ごとに注意を喚起して 同種事故の再発防止を図るため、
代表取締 いるところであるが、 「執務の厳正なる遂行および車両等
役社長 ４月１９日、貴社名松 の転動防止に係る取扱いの徹底につ

線家城駅における入換 いて」を通達し、関係社員への注意
作業の際に、車両が流 喚起を行った。
転し本線上を逸走する (2)緊急現場長会議の開催
事態が発生した。 在来線運転士の所属する全現場長

貴社は、平成１８年 を召集し、事故内容を周知するとと
８月に同種の事態を発 もに、乗務員の作業実態の緊急点検
生させており、当局よ 及び基本作業の徹底を指示した。
り、鉄道輸送の安全確 (3)作業実態確認の強化
保について厳重に警告 ①当該運転区
したにもかかわらず、 所属する全運転士に対し、名松線
今回の事態を発生させ における作業実態の聞き取り及び指
たことは誠に遺憾であ 導を実施した。
る。 家城駅における作業実態確認及び

ついては、かかる事 転動防止の重要性の実地指導を実施
態の再発を防止するた した。
め、早急に原因を究明 ②全運輸区
するとともに、これま 全在来線運転士に対し、同種の要
での再発防止対策等を 注意作業に係る作業実態の聞き取り
検証し、必要な対策を 及び指導を実施した。また、同種の
実施することにより、 要注意作業に係る作業実態確認及び
安全管理体制を再構築 実地指導を実施した。
し、輸送の安全確保に (4)添乗及び現地指導の強化
万全を期すよう、厳重 全在来線運転士に対し、従来から
に警告する。 実施している添乗及び現地指導を強

なお、原因及び講じ 化し、基本動作の再徹底を行った。
た措置については速や ２．知識の再徹底
かに報告されたい。 (1)運転台を離れる場合の取扱の再徹

底
全在来線乗務員に対し、運転台を

離れる場合の取扱について再徹底し
た。

(2)ブレーキ機構に係る指導強化
全在来線運転士に対し、ブレーキ

機構に関する理解度確認及び指導を
実施した。

３．対策
(1)家城駅における入換作業の解消

回416Ｄ到着車両の家城駅における
入換作業をなくし、同日中に回送列
車として松阪駅まで運転することと
した。

さらに家城駅に引き続き留置する4
19Ｃについては、留置時に運転士が
直通予備ブレーキを使用し、翌朝の
ブレーキ試験実施前にこれを解除す
る取扱いを追加した。

(2)名松線運転士交番の見直し
当該運輸区内の名松線乗務行路を

特定の交番組20名程度に集約し、乗
務する運転士へのきめ細かな業務実
態把握及び適切な指導を行える体制
の充実を図る。

(3)家城駅車両留置用手歯止めへの注
意喚起札の貼付。

なお、今後も可能な対策を検討し
ていく。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

中部 東海旅客 鉄道部長 H21. 7. 3 保守作業時における H21.10.30 [安全意識高揚策]
運輸局 鉄道株式 安全確保については、 (1)総合現場長会議における周知と指

会社 機会あるごとに注意を 導
代表取締 喚起してきたところで 静岡支社の全現場長を召集し、当
役社長 あるが、平成２１年７ 該事象の内容を周知するとともに、

月３日、貴社の東海道 基本動作の徹底（線路横断時の指差
線三島駅～沼津駅間に 称呼・単独行動の禁止）を指示した。
おいて、作業員１名が (2)工務関係緊急現場長会議の開催
列車に接触し死亡する 工務関係の全現場長を召集し、当
事故を発生させたこと 該事象の内容を周知するとともに、
は、誠に遺憾であり、 基本動作の徹底（線路横断時の指差
厳重に警告する。 称呼・単独行動の禁止）を指示した。

事故の原因について (3)安全推進委員会での周知と指導
は、現在、運輸安全委 鉄道事業本部及び静岡支社の安全
員会において調査中で 推進委員会において当該事象の内容
あるが、事故調査に対 を周知するとともに基本動作の徹底
し全面的に協力すると （線路横断時の指差称呼・単独行動
ともに、同種事故の再 の禁止）を指示した。
発を防止するため、早 (4)各現業区における事故防止会議の
急に調査を行い、必要 開催
な処置を講じられた 東海鉄道事業本部及び静岡支社管
い。 内の工務関係現業区において事故防

なお、講じた具体的 止会議を開催し、社員に対して事故
措置等については、文 概要の周知と基本動作の徹底を指導
章により速やかに報告 した。また、掲示における周知・指
されたい。 導を実施した。

(5)協力会社における事故防止会議の
開催

東海鉄道事業本部及び静岡支社管
内の協力会社において事故防止会議
を開催し、協力会社社員に対して事
故概要の周知と基本動作の徹底を指
導した。また、掲示における周知・
指導を実施した。

(6)作業実態確認の強化
東海鉄道事業本部及び静岡支社管

内の工務関係工事において当社社員
による安全パトロール及び協力会社
社員による安全パトロールを実施し、
作業実態の確認の強化を実施した。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

近畿 西日本旅 鉄道部長 H21. 8.26 運転士の執務の厳正 H21.12.15 １．現場管理者による全運転士に対す
運輸局 客鉄道株 については、機会ある る緊急面談の実施

式会社 ごとに注意喚起してき (1)実施期間：H21.8～H21.10
安全統括 たところであるが、去 (2)対象人員：運転士4,450名（見習
管理者 る８月２１日、湖西線 い含む。）

マキノ駅～永原駅間に (3)面談の概要
おいて、運転士が高速 ・「安全意識の向上」「職責の重要性」
運転中に携帯電話で乗 「執務の厳正」について再徹底
客を撮影し、信号及び ２．職責の重要性の理解、安全意識高
前方への注意が疎かに 揚に向けた教育の見直し
なるという安全に重大 (1)運転士運用の対象となる社員の質
な影響のある行為を行 の向上
ったことは誠に遺憾で ・安全意識を高揚させる教育の内
あり、厳重に注意する。 容、実施方法の充実を検討

貴社におかれては、 ・動力車操縦者養成所の入所のあり
事柄の重大性を十分認 方について検討
識し、運転士の運転取 (2)技能講習修了後から運転士登用ま
扱いの実態を把握する での教育
とともに、運転士に対 ・故意のルール違反は、現実的な危
する教育を検証したう 険を顕在化させることを具体的に
えで、執務の厳正が確 教育する。
保されるよう必要な改 (3)全運転士に対する教育
善措置を講ずること。 ・職責の重要性及び重みの理解、ル

なお、講じた改善措 ール遵守、安全意識の高揚に向け
置等については、文書 た教育を実施する。
により速やかに報告さ ・運転士一人ひとりが自らの職責、
れたい。 安全について考え、議論等によっ

て更にその考えを深度化させる教
育への見直しを行う。

３．信号注視及び前方確認に関する教
育の見直し
(1)運転士養成教育
・「運転法規」の講義については、

信号注視及び前方確認を怠ったと
きに想定される具体的な重大事象
を用い、重要性を理解させる教育
内容とする。

(2)技能講習修了後から運転士登用ま
での教育
・技能講習修了後から運転士登用ま

での間のシミュレータ教育に、前
方確認疎漏の危険を実感させる内
容を加える。

(3)運転士となってからの教育
・定例教育にて、信号注視及び前方

確認を怠ったときに想定される危
険、具体的な重大事象を一人ひと
りに考えさせる教育を継続的に行
う。

４．その他の改善措置
(1)ルール違反に対する対応

悪意あるルール違反に対しては、
厳正に対処し、ルール違反の重みを
伝える。
(2)動力車乗務員作業標準の見直し

前方への注意力確保に関する記述
を追加し、全運転士に教育を行う。
(3)安全を脅かす行動等の想定、対策
検討

考えられる不安全行動及びそのリ
スクを、本社・支社・現場で抽出す
る取り組みを実施し、対策を検討す
る。
(4)添乗での確認

運転士の気の緩みやすい時間帯
（早朝、深夜帯）及び、遠隔地や回
送列車への添乗強化を行う。
(5)指導操縦者の指導方の改善

養成教育の技能講習をより充実さ
せるために、指導操縦者が見習いに
指導する内容をより明確化したマニ
ュアルを策定する。
(6)他鉄道事業者との情報交換

鉄道事業者との意見交換会等を定
期的に開催し、運転士の教育等につ
いて情報交換を行っていく。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

H22. 4.30 １．職責の重要性の理解、安全意識の
高揚に向けた教育の見直しをする。
(1)運転士運用の対象となる社員の質
の向上
①運転士養成までの教育（駅係員、

車掌に対する教育）で安全意識の
更なる高揚を図る。

②運転士養成教育を充実させる。
(2)技能講習終了後から運転士登用ま
での教育

故意のルール違反に対する教育
でワーキング形式の教育、ディス
カッションを追加する。

(3)全運転士に対する定例教育におい
てワーキング形式の教育を導入す
る。

２．信号注視及び前方確認に関する教
育の見直し
(1)技能講習終了後から運転士登用ま
での教育の中のシュミレータ教育で
前方から視線をそらせた踏切事故疑
似体験を追加する。
(2)運転士になってからの教育で事故
に繋がりかねないかを考えさせるワ
ーキング形式の教育を実施する。

３．その他の改善措置
(1)ルール違反に対する対応としてル
ール違反に対して厳正に対処してい
ることを事例により周知する。
(2)動力車乗務員作業標準の見直しに
ついての教育を実施した。
(3)安全を脅かす行動等の想定、対策
検討として現場の指導担当者を交え
て検討を進め対策の検討を行い教育
に活用する。
(4)前方確認・信号注視の実施状況及
び携帯電話の保管状況を全運転士添
乗して確認した。
(5)指導操縦者が指導すべき内容をよ
り明確にわかるマニュアルを作成し
た。また、新任指導操縦者に対する
研修の充実を図るため指導方法の講
義を追加した。
(6)他鉄道事業者との情報交換を行
う。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

近畿 大阪市交 鉄道部長 H21.10.20 保守作業時の安全確 H22. 7.30 １．緊急対策
運輸局 通局 保については、機会あ 原因が特定されるまでの間、保守

安全統括 るごとに注意を喚起し 用作業車のこう配区間での駐車を禁
管理者 てきたところである 止するとともに、履行確認者を配置

が、平成２１年１０月 する。
１８日、長堀鶴見緑地 ２．恒久的対策
線今福鶴見駅～横堤駅 (1)作業計画・作業前ミーティングの
間において、保守用車 充実
両が逸走し電気保守用 (2)エアーブレーキ及び駐車ブレーキ
車両に衝突したことに が適切に施されていることの確認を
より、保守作業員２名 着実に行う。
が負傷する事故を発生 (3)保守用作業車を駐車（運転者が保
させた。 守用作業車から降車する場合）させ

貴局においては、平 る時は、ハンドスコッチを設置する。
成２０年１０月に保守 (4)各規定類の見直し及び再講習を実
用車両による接触事故 施する。
や脱線事故を連続して
発生させ、改善措置を
講じてきたにもかかわ
らず、今回の事故を発
生させたことは、誠に
遺憾である。

ついては、事故の原
因を早急に調査すると
ともに、保守作業にお
ける安全管理体制を再
構築する等、必要な措
置を講じられたい。

なお、講じた具体的
な措置については、速
やかに文書により報告
されたい。

近畿 西日本旅 鉄道部長 H22. 3. 3 鉄道の安全・安定輸 H22. 3.26 １．検査結果報告方法の見直し
運輸局 客鉄道株 送の確保については、 現行に加え溶接継ぎ目（穴あき溶

式会社 機会あるごとに注意を 接箇所は除く）や中間部でアラーム
施設部長 喚起してきたところで が鳴動した場合は、検査結果報告に

あるが、平成２２年３ 以下の項目を追加することとする。
月３日、尼崎駅構内に (1)アラーム鳴動箇所が特定できる情
おいてレール破断によ 報
る輸送障害を発生さ (2)検査画像（０度、４５度前と後、
せ、利用者に多大な影 ７０度）
響を及ぼしたことは誠 ２．担当者による傷画像抽出作業にお
に遺憾である。 ける精度向上

よって、貴社におい (1)画像チェック作業における抽出漏
ては、原因を究明し再 れをなくすため集合研修を実施
発防止対策を講じ、安 (2)レール探傷検査機器（架台式）の
全・安定輸送の確保に 改修
万全を期されたい。 ３．検査業務の適正化

なお、原因及び講じ 一連の業務フローのチェックリス
た措置については、速 トを活用した
やかに文書をもって報 対面（担当者と検査実施責任者）に
告されたい。 よる確認を実行する。

近畿 西日本旅 鉄道部長 H22. 3. 4 鉄道の安全確保につ H22. 4.30 [当面の対策]
運輸局 客鉄道株 いては、機会あるごと （中間報 １．歯車箱の一斉点検を実施。

式会社 に注意喚起してきたと 告） ２．潤滑油汚損確認後の磁気栓を確認。
安全統括 ころであるが、平成２ ３．小歯車軸受蓋にサーモラベルが貼
管理者 ２年３月３日、山陽新 付されていることの確認。

幹線西明石駅～新神戸 ４．磁気栓の一斉点検を実施。
駅間において車両の走
行装置の故障による輸
送障害を発生させたこ
とは誠に遺憾である。

よって、貴社におい
ては、高速走行する新
幹線における車両故障
の重大性を十分認識
し、原因を究明すると
ともに再発防止対策を
講じられたい。

なお、原因究明の結
果及び講じた再発防止
対策については、速や
かに文書をもって報告
されたい。

a-3-9



担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

近畿 大阪市交 鉄道部長 H22. 3.15 鉄道の安全輸送の確 H22. 9.22 ［当面の対策］
運輸局 通局 保については、機会あ （中間報 １．運転関係

安全統括 るごとに注意を喚起し 告） (1)主な緊急対策
管理者 ているところである ①運転指令員、乗務員に対し、イン

が、本日、長堀鶴見緑 シデントの概要、運転取扱いを周
地線において、大正駅 知徹底
発門真南駅行き列車 ②通達により、運転指令員、乗務員
が、京橋駅でＡＴＣが に対し、故障発生時における運転
故障したにもかかわら 取扱い等を周知徹底
ず所定の措置を講じな (2)実施した主な対策
いまま運転を継続さ ①運転士
せ、また、鶴見緑地駅 ・異常時における安全確認、異常時
に進入の際に転てつ器 対応について研修を実施（鶴見乗
を割り出し、さらに門 務所）
真南駅で当該列車を他 ・長期離職者研修実施要領の見直し
の列車が在線する区間 （指導操縦者の役割と業務を明記）
に進入させるインシデ ②運転指令
ントを発生させたこと ・運転指令員の配属時研修の見直し
は誠に遺憾である。 ・異常時における安全確認、適切な

このインシデントは 対応について周知徹底
列車衝突事故や列車脱 ・信号保安システム全般について研
線事故などにつながる 修を実施
おそれのあるものであ ③運転指令、運転士共通
り、貴局においてはそ ・指令式、代用手信号（手信号代用
の重大性を十分に認識 器の使用）及びＡＴＣ解除運転に
し、原因を詳細に究明 関する訓練を実施
して再発防止対策を講 (3)実施中の主な対策
じられたい。 ①次の訓練や研修を実施中

なお、原因及び講じ ・運転指令員に対し、運転方法変更
た具体的な措置につい に係る訓練
ては、速やかに文書を ・運転士に対し、運転指令員による
もって報告されたい。 閉そく関係、列車無線の取扱い、

異常時の処置等に係る研修
・全ての運転士及び運転指令員に対

し、指令式施行、手信号代用器使
用等に係る訓練

②運転指令所及び乗務所の管理者の
業務管理を点検し、問題点の抽出
を行う。

(4)今後の主な対策
①異常時における取扱い処置マニュ

アルを見直す。
②運転関係従事員に対する資質管理

の仕組み等の強化を検討する。
２．車両関係

ＡＴＣ解除時にブザー等の鳴動で
運転士に知らせる機能等を追加する。

３．施設関係
軌道部に注意喚起のための表示を

行った。（「ポイント」「手代」）

近畿 大阪市交 鉄道部長 H22. 3.29 鉄道の安全・安定輸 H22. 7.30 １．重要ケーブルが架空横断する箇所
運輸局 通局 送の確保については、 ではクレーン作業を禁止する。

安全統括 平成２２年３月２９ ２．クレーン及び玉掛け作業の免許取
管理者 日、谷町線阿倍野駅～ 得職員に対し、基本動作の徹底を図

文の里駅間において保 るため、外部講師による再講習を実
守作業中に電気ケーブ 施した。
ルを損傷させたことに ３．クレーン作業時には、ケーブル等
より輸送障害を発生さ の施設との隔離確認のため、専任の
せ、利用者に多大な影 監視者を配置する。
響を及ぼしたことは誠 ４．クレーン作業時には、施設への安
に遺憾である。 全を配慮した詳細なクレーン使用時

よって、貴局におい の作業計画書を作成する。また、営
ては、原因を究明し再 業線内ではクレーンブームの上下操
発防止対策を講じ、安 作を原則として禁止する。
全・安定輸送の確保に
万全を期されたい。

なお、原因及び講じ
た措置については、速
やかに文書をもって報
告されたい。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

中国 一畑電車 運輸局長 H21.12.11 貴社においては、去 H22. 2.25 １．同種事故の再発防止策
運輸局 株式会社 る平成２１年８月２７ (1)「車両の連結・解放の取扱手続（内

代表取締 日に列車脱線事故を発 規）」について、連結時の確認の際
役社長 生させ、その事故の詳 に連結装置の錠の脚部が連結器体の

細については、現在運 下方に露出していることを確認する
輸安全委員会において よう同手続を改訂し、関係係員全員
調査を行っているとこ に周知（教育）をする。
ろである。 (2)バラスト散布の工事方法の変更

このような中、更に ①現場又は集積場所へダンプで運搬
１１月３０日、北松江 し、軌陸車を使用して最終的な散
線（一畑口駅～伊野灘 布場所まで運搬し散布する。
駅間）においてバラス ②将来的な計画として、軌道モータ
トを積載した保守用車 ーカー及び保守用車両（ホッパ車）
が分離し、衝突したこ を導入する。
とは誠に遺憾である。 ③「線路閉鎖工事心得（内規）」に、

ついては、この原因 バラスト撒布工事及び工事用車両
について背後要因を含 を行う場合を追記し、関係係員全
め究明し、それを踏ま 員に周知（教育）をする。
えて社内の安全体制を ２．安全管理体制の見直し
確立するよう厳重に警 (1)各実施基準及び内規（マニュアル）
告する。 と作業実態等の整合性を確認し、実

なお、講じた措置等 態とあっていないものは改訂等を行
については、速やかに う。
文書により報告された (2)「安全対策委員会」、「安全対策委
い。 員会幹事会」及び「内部監査委員会」

について、安全確保に積極的に関与
できる組織とするため、安全管理規
程に規定し、責務・役割を明確にす
る。また、組織変更を行い、各責任
者の責務、役割を変更する。

(3)安全管理体制を確立するため、「安
全対策委員会」、「安全対策委員会幹
事会」を拡充し、安全に関するチェ
ックを行う体制を整えた。
①安全対策委員会の構成に新たに安
全推進委員を加え、事務局を設置
した。

②安全に関する事項については、安
全推進委員が担当者とのヒヤリン
グ等により必ずチェックし、必要
に応じて分析・検討する。

③安全対策委員会の業務を拡充
（ア）社内全体に安全最優先の意識

の徹底を推進する。
（イ）社内の安全性に関わる事項に

ついて、総合的に分析し、再発
防止策を検討する。

（ウ）ヒヤリ・ハット情報の収集を
適切に実施し情報を活用する。

（エ）安全性に関わる事項（作業内
容及び設備等が諸規程と整合し
ているか等）のチェックをする。

(3)安全にかかる組織体制の強化
①社内におけるチェック機能の強化
を図るため、適材適所を見据えた
役員体制、組織体制の見直しを行
う。

②顧問を１名増員し、技術部門（特
に軌道・土木関係）の教育、技術
継承を確実に実施する組織体制と
する。

③安全管理体制を強化するため、安
全管理規程の見直し（人事）を行
う。

④技術部技術課、技術力の継承を図
るため、今後、年次計画により増
員を行う。
・平成２２年度 電気係員１名、
車両係員１名

・平成２４年度 電気係員１名
⑤内部監査を確実かつ適切に実施す
るため、日本民営鉄道協会が行う
内部監査員講習会に社員を派遣し、
平成２２年度中に２名、内部監査
員資格を取得することにより、内
部監査委員会を充実する。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

九州 九州旅客 鉄道部長 H21.10.31 輸送の安全確保につ H21.12. 1 ≪緊急対策≫
運輸局 鉄道株式 いては、機会あるごと １．大牟田駅２番線にＡＴＳを設置す

会社 に注意を喚起してきた る。
鉄道事業 ところであるが、平成 ２．進出分岐において、関係箇所に速
本部長 ２１年１０月３０日貴 度制限標識を設置する。

社鹿児島本線大牟田駅 ３．車掌・運転士関係緊急現場長会を
構内において、分岐器 開催し、副本線出発時の取扱い及び
の制限速度を大幅に超 前方注視の再教育を実施する。
えて列車を運転し、そ ４．進出制限の大きな箇所に対するノ
の動揺により乗客が負 ッチ制限を各運転職場の運転作業要
傷する鉄道人身障害事 領に記載し、制限速度の遵守を徹底
故を発生させたこと するとともに取扱いの統一を図る。
は、誠に遺憾である。 ５．非常事態宣言を発令し安全の確保
ついては、背後要因等 に全力で取組むとともに、以下の項
を含め事故を詳細に調 目を実施する。
査して原因を究明し、 (1)非常事態宣言の周知等
同種事故の再発防止の (2)動力車乗務作業標準の変更等（ノ
ため、必要な措置を講 ッチ投入前に進出制限の喚呼実施）
ずるよう厳重に警告す (3)過去1年前後に養成された動力車乗
る。 務員に対する回生別研修の実施

なお、講じた措置に ６．停車列車については、運転時刻の
ついては、速やかに文 採時を出発前に行う。
書により報告された ≪恒久対策≫
い。 １．速度照査式ＡＴＳを計画的に設置

する。
２．新規動力車乗務員養成時のカリキ

ュラムを見直し、安全意識教育の充
実を図る。

３．乗務員（見習い時を含む）の資質
履歴管理を強化し、指導教育に活用
する。

４．新人運転士フォロー教育を強化す
る。

５．安全創造館を平成23年1月に設立し
て社員の安全教育に取り入れ、安全
意識の高揚を図る。
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平成２０年度の行政指導を行ったもので平成２１年度に改善報告があったもの
担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

中部 近畿日本 運輸局長 H21. 2.27 鉄道の安全輸送の確 H21. 3.11 １．施設部門対策
運輸局 鉄道株式 保については、機会あ (1)横取装置を当面使用禁止し、作業

会社 るごとに注意を喚起し 責任者及び係員全員に線路閉鎖手続
取締役社 てきたところである きの再教育を実施。
長 が、本日（２月２７日）、 (2)横取装置の使用チェックシートの

貴社大阪線東青山駅構 整備。
内において、列車脱線 ２．運輸部門対策
事故を発生させたこと (1)助役及び係員全員に対して、線路
は誠に遺憾であり、厳 閉鎖手続きの 再教育を実施した。
重に警告する。 (2)横取装置使用後に通過する初列車

事故の原因について は、25Km/ｈ以下の速度で走行する。
は、現在、運輸安全委 H21. 3.13 本線に設置された横取装置を、万一、
員会において調査中で 外し忘れた場合にも、横取装置手前ま
あるが、事故の調査に でに列車を停止させるため、踏切制御
ついては関係機関に対 の関係により軌道継電器を強制落下さ
し全面的に協力すると せることが出来ない箇所にはＡＴＳを
ともに、貴社において 新設する。
も、同種事故の再発を また、それ以外の箇所は関係軌道回
防止するため、早急に 路を落下させることにより関係信号機
調査し、必要な処置を を停止信号として列車を進入させない
講じられたい。 対策を行う。

なお、講じた処置等 H21. 7.16 本線に設置された横取装置を、万一、
については文書により 外し忘れた場合のハード対策として、
速やかに報告された ＡＴＳの新設及び関係軌道回路を落下
い。 させ、関係信号機を停止信号とする対

策を完了した。これに伴い、横取装置
使用後に通過する初列車の速度制限を
廃止する。

H22. 3.29 平成２２年２月２６日付け運輸安全
委員会の調査を受けた対策
１．横取装置の格納作業における作業

責任者から作業員に対する作業分担
及び作業指示の明確化。

２．作業責任者及び助役の「確認」が
適切に行われなかったことから、「確
認」を行うことの目的や重要性につ
いて、関係者の周知及び徹底並びに
横取装置の取扱いに関する再教育の
実施。

重大事故防止運動において「事故
防止の重要性」を再認識し、「お客様
の安全を最優先する」という意識高
揚を図った。

作業責任者の資格認定条件として、
作業責任者研修の受講を追加。

３．横取装置の格納後の確認において
は、具体的な点検箇所の指示や複数
名で確認を行う等の確認の方法や体
制の見直し及び取扱規程の整備を実
施。

横取装置の確認において、チェッ
クシートを整備するとともに、ダブ
ルチェック体制を確立。

横取装置の取扱について、確認後
のダブルチェックを取扱規程に明記。

４．横取装置の格納後の確認に用いる
チェクシートは、形式的にならない
ように具体的な点検箇所の明示や複
数名が点検したことが分かるような
様式に改善。

横取装置の取扱について、確認後
のダブルチェックを取扱規程に明記。

５．横取装置の解錠に使用する鍵の取
扱いについて職場備え付けと個人貸
与とを区別し、管理者を指名のうえ、
管理するように規定を変更。

６．鍵の取扱だけでなく他の作業につ
いても、その実態を把握して見直し
を行い、講じた対策は定期的な確認
を行い必要により見直しを行う。

総点検結果に基づく業務改善検討
会議において、対策を策定し、順次
実施。

毎年、業務監査等において、対策
の定期的な確認と継続的見直し改善
を実施。
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担当局 発出先 発出者 通 知 指導内容 報 告 主な改善報告内容

近畿 阪急電鉄 鉄道部長 H20. 9.21 鉄道の安全輸送の確 H21. 2.16 １．緊急対策
運輸局 株式会社 保については、機会あ ( 中 間 報 (1)甲陽園１３分岐器ポイント部を鎖

安全統括 るごとに注意を喚起し 告) 錠し、分岐線側を使用停止とした。
管理者 てきたところである (2)甲陽線でのセラジェット（増粘着

が、本年９月２０日、 材）の使用を停止した。
甲陽線甲陽園駅構内に ２．類似箇所の再発防止対策
おいて、列車脱線事故 (1)カントの改良
を発生させたことは誠 脱線防止ガード欠線部である曲線
に遺憾である。 内分岐器手前での乗り上がり脱線を

事故の原因について 防止するため、内方分岐器手前でカ
は、現在、航空・鉄道 ントを逓減している箇所のカントを
事故調査委員会におい 一定にする工事を実施する。
て調査中であるが、事 (2)急曲線外軌ゲージコーナー部への
故の調査にあっては、 潤滑
同調査委員会の調査に 脱線防止ガード欠線部である曲線
全面的に協力するとと 内分岐器手前及び分岐付帯曲線での
もに、自らも同種事故 潤滑を行うため、摩擦調整材塗布器
の再発を防止するため の設置を実施する。
に、早急に調査し必要 (3)脱線防止ガード類の設置
な措置を講じられた 脱線防止ガードの欠線部である曲
い。 線内分岐器のポイント部、リード部

なお、講じた具体的 に脱線防止ガードを設置する。
な措置等については速 (4)厳正な軌道管理
やかに文書により報告 整備基準値を超過している箇所に
されたい。 ついては、速やかに適正な整備を実

施する。
３．甲陽園駅に対する抜本対策および

今後の予定
甲陽園駅については分岐器撤去・

配線変更を含めた抜本対策を検討す
る。

H21.12.28 １．甲陽園駅の抜本対策
(1)線形を改良することにより脱線に
対して不利な条件（小さな曲線半径、
カント超過、脱線防止ガードの未設
置等）を解消する。
(2)甲陽園駅を１線化し、内方分岐器
の撤去、曲線半径の改良、複心曲線
から単曲線に改良、曲線全区間に脱
線防止ガードの設置を実施する。

２．セラジェット（増粘着材）噴射量、
噴射場所の適正化を図る。

３．管理上の基準線形に基づく厳正な
軌道管理に努める。また、図面、曲
線台帳についても、管理上の基準線
形に基づいた諸元に修正し管理を行
う。
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